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Ⅰ 概 況 

 

１．２０１９年度事業活動概況 

当協会のキーワードである「船舶の基準・規格・研究開発」を三位一体として

総合的かつ戦略的に各事業に取り組むとともに、事業活動の一層の充実を図るべ

く受託事業等についても多角的に展開した。 

我が国における船舶の自律航行技術を活用した海上輸送システムの実現に向

け、無人運航を含む具体的なビジネスモデル構築等の事業コンセプトの検討、技

術コンセプトの開発、開発・実用化に必要な制度・インフラの環境整備について

研究を行うべく「自律船舶運航技術の社会実装に向けた研究」を日本財団助成事

業、国土交通省受託事業（共同研究）及び自主事業として実施した。また、船舶

の設計から建造、運航までの船のライフサイクルを通した高精度のシミュレーシ

ョン手法を用いてコンピュータ空間に実際の船の構造挙動を再現するための基

盤技術の確立に向けた基礎的研究として「超高精度船体構造デジタルツインの

研究開発」を、さらに、他分野の先進技術情報に係る調査・収集・活用可能性を

検討し、「海」への活用確度が高い先進技術に関する情報交換、マッチング等に

よる他分野の企業・人材を海事分野に取り入れる活動を通じて、日本の海事産業

の競争力を支える技術を創り出していくための基盤を構築することを目的とし

た「先進技術開拓プラットフォームの構築」を日本財団助成事業としてそれぞれ

実施した。 

このほか、自主事業として船舶技術研究開発促進事業基金を利用した研究や各

種受託研究等を実施した。 

環境問題や船舶の安全航行に係る国際海事機関（ＩＭＯ）等における審議にあ

たっては、我が国海事産業の国際競争力の確保を図ることを念頭に置きつつ適切

な国際基準策定に資するため、「ＧＨＧ削減戦略への対応（ＧＨＧゼロエミッシ

ョン）」等のプロジェクトを実施した。 

ＩＳＯ等の規格策定の分野においても、規格提案を通じた我が国海事産業の国

際競争力強化を図るため、「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」に基づ

き、日本発の国際規格の制定を図るとともに、これを円滑に実施するための対応

体制の強化に取り組んだ。また、国内関係業界等が必要とするＪＩＳＦ規格の制

定及び改正に適切に取り組んだ。 

２０１９年度に実施した事業について特筆すべきものは、以下のとおりであ

る。 

（１）自律船舶運航技術の社会実装に向けた研究 

船舶の自律運航技術を活用した海上輸送システムの実現に向け、新たなビジ

ネスモデルを提案する事業コンセプト、同システムにおいて必要な自動化技術

を技術マップに表す技術コンセプト及び制度・インフラに関して検討する３分

野について調査研究を実施した。 

事業コンセプトの検討については、２０１８年度に提案した３７のモデルか

ら実現性や時間軸等を考慮して選定した１３モデルについて、課題を精査し、

各モデルに関する定量評価等を実施するとともに、時間軸を考慮したロードマ

ップの作成等を実施した。 

国土交通省受託事業である技術コンセプトの検討については、技術動向調査



 - 2 -

や貨物管理に関する船内作業の分析、自動化技術レベルに対応した技術マップ

の策定、避航操船などの先進的なコア技術理論とシミュレータによる実証、認

証評価手法の検討などを実施した。また、これらの途中経過を含む成果につい

て、「技術連絡会」を２回開催し、海事関係者から意見聴取等を実施した。 

また、制度・インフラに関する検討については、ＩＭＯでの議論の進捗状況

を見据えて基準事業において検討を実施した。 

（２）超高精度船体構造デジタルツインの研究開発 

船体構造デジタルツインのコンセプトデザインと、その根幹技術である超

高精度構造応答シミュレーション手法の基礎を確立し、日本の海事産業が船

体構造デジタルツイン技術の実用化に取り組む環境を整備するために、船体

構造デジタルツインのコンセプト検討、超高精度構造応答シミュレーション

手法の開発、船体構造デジタルツインの実用化までの開発ロードマップ策定

を行い、成果報告セミナーを開催した。 

船体構造デジタルツインのコンセプト検討を担うＳＧ（Steering Group）の

下に、具体的な技術課題を担当する３つのＴＧ（Technical Group）と１つの

ＷＧ（Working Group）を設けた。ＴＧ１はモニタリングとデータマネジメン

ト技術を、ＴＧ２は数値シミュレーション技術とその検証・標準化を、またＴ

Ｇ３は活用シナリオとそれに応じた評価・推論技術の開発を担った。また、Ｓ

Ａ－ＷＧは、システムズ・アプローチの手法を用いて船体構造デジタルツイン

の社会実装の形の検討を担った。 

（３）ＩＭＯへの戦略的対応 

国際海事機関(ＩＭＯ)における安全・環境規制の策定に戦略的に対応するた

め、ＩＭＯの基準の動向はもとより、これに関連する国際標準化機構等(ＩＳ

Ｏ/ＩＥＣ)の重要規格の動向、及び海事分野を取り巻く環境の変化を総合的に

把握し、国際基準の策定に関する調査研究を実施するとともに、基準及びこれ

に関連する重要規格の適正化、修正案の作成等を実施した。 

２０１９年度は、安全規制に係わる主要な国際基準であるガス燃料船・新液

化ガス運搬船基準、自動運航船の開発・実装に係る制度の研究、目標指向型復

原性に関する基準、航海設備近代化に伴う関連基準の検討、サイバーセキュリ

ティ対策に関する調査研究及び船舶の合理的な基準作成のためのデータ活用

に関するグローバルストラテジーの検討に関する調査研究を実施した。また、

環境規制に係わる主要な国際基準として、ＩＭＯ ＧＨＧ削減戦略への対応、

船舶の省エネ性能向上のための技術基準の検討、船体付着生物管理及び船舶か

らの大気汚染防止基準整備のための調査研究を実施した。 

（４）ＩＳＯ及びＪＩＳ等への戦略的対応 

２０１６年９月に改定した「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」（改

定版）に沿って、戦略的規格提案等の実施及び対応体制の強化を柱とした取組

を行った。前者については日本からのＩＳＯ規格提案の積極的な実施、他国か

らのＩＳＯ提案等への的確な対応等を鋭意行うとともに、後者については、こ

れらを適切に実施するために関係者との情報共有の促進等に努めた。 

２０１９年度は、船舶性能を算出する際の基準値の一つである軸馬力の算出

のため、船舶に搭載されるエンジンからプロペラに供給される伝達馬力を測定
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する軸馬力計の要件を定めたＩＳＯ規格（ＩＳＯ２００８３－２及びＩＳＯ２

００８３－３）等６件の日本提案を制定させ、１６件のＩＳＯ規格案の国際審

議を進捗させた他、これら活動に資するための調査研究を実施した。また、対

応体制の強化（情報共有の促進、人材育成の推進等）の一環として、関係者の

国際標準化のビジネス活用の推進のための標準化研修及び舶用品の標準化の

進展を図るための標準化セミナー（舶用品標準化推進協議会）を開催した。 

その他、国内関係業界等が必要とするＪＩＳＦ規格の制定及び改正を適切に

行い、２０１９年度は、船舶の居住性に関する振動計測・評価及び記録基準を

定めたＪＩＳＦ規格（ＪＩＳＦ０９０７及びＪＩＳＦ０９０８）等５件のＪＩ

ＳＦ規格を制定させた。 

（５）船舶技術研究開発促進事業基金 

我が国海事産業の国際競争力及び技術基盤の強化並びに物流効率化、安全確

保、環境保全等これら産業が直面する喫緊の技術課題に柔軟に対応するため、

２０１０年３月に船舶技術研究開発促進事業基金を創設し、緊急の研究開発等

を実施している。 

２０１９年度は「自律船舶運航技術の社会実装に向けた研究」、「海の画像認

識システム構築等の研究開発」及び「船尾流場解析の基盤技術構築のための調

査研究」を実施した。 

 

２．賛助会員 

２０１９年度末における会員数は１９２であり、別表１「賛助会員名簿」のと

おりである。 引き続き新会員の勧誘に精力的に取り組むこととしている。 

 

３．評議員 

２０１９年度の評議員の異動は、６月２５日付で川越美一評議員及び木内大助

評議員が辞任し、同日開催の第２０回評議員会において、日本郵船株式会社の吉

田泰三氏及び一般社団法人日本造船工業会の瀬部充一氏がそれぞれ後任評議員

として選任された。 

なお、２０１９年度末における評議員は、別表２「評議員名簿」のとおりであ

る。 

 

４．理 事 

２０１９年度の理事の異動は柏木 正理事、田中護史理事、名村建彦理事、三

谷泰久理事及び吉田泰三理事が６月２５日開催の第２０回評議員会の終結をも

って任期満了により退任となった。また、その他の理事は同評議員会において再

任され、一般財団法人日本船舶技術研究協会の加藤光一氏、株式会社商船三井の

川越美一氏、有識者の佐伯誠治氏、尾道造船株式会社の中部 隆氏、公益社団法

人日本船舶海洋工学会の三島愼次郎氏及び日本小型船舶検査機構の森 雅人氏

が新たに理事として選任された。 

なお、２０１９年度末における理事は、別表３「理事名簿」のとおりである。 

 

５．監 事 

２０１９年度の監事の異動は、桐明公男監事及び松村純一監事が６月２５日開
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催の第２０回評議員会の終結をもって任期満了により退任となった。また、一般

社団法人日本造船工業会の寺門雅史氏及び有識者の山下 暁氏が新たに監事と

して選任された。 

なお、２０１９年度末における監事は、別表３「監事名簿」のとおりである。 

 

６．評議員会及び理事会 

（１）評議員会 

・第２０回評議員会 

開催日 ２０１９年６月２５日 

場 所 東海大学校友会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１８年度決算報告に関する件 

第２号議案 評議員及び理事の選任に関する件 

第３号議案 役員の退任慰労金の支給に関する件 

（２）理事会 

・第２８回理事会 

開催日 ２０１９年 ６月 ７日 

場 所 霞山会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０１８年度事業報告及び決算報告に関する件 

第２号議案 公益目的支出計画の実施状況に関する件 

第３号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任 及び 委員長並びに副委員

長の選定に関する件 

第４号議案 第２０回評議員会の開催に関する件 

・第２９回理事会（決議の省略） 

開催日 ２０１９年６月２５日 

審議事項  

第１号議案 会長、理事長、専務理事及び常務理事の選定の件 

第２号議案 顧問の選任及び任期の件 

 

・第３０回理事会 

開催日 ２０１９年１０月２９日 

場 所 東海大学校友会館会議室 

審議事項  

第１号議案 ２０２０年度日本財団助成金の申請に関する件 

第２号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任に関する件 

・第３１回理事会（決議の省略） 

開催日 ２０２０年 ３月２４日 

審議事項  

第１号議案 ２０２０年度事業計画（案）及び予算（案）に関する件     

第２号議案 船舶技術戦略委員会委員の選任に関する件 
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７．船舶技術戦略委員会 

海事分野における研究開発、国際基準・規格への対応等に関する内外の技術及

び政策動向を的確に把握し、これを踏まえて、造船、海運、舶用工業、大学、研

究機関、学会、船舶検査機関、官公庁等の関係者の参画を得て、研究開発及び基

準・規格への対応を一体的にとらえた戦略を策定するとともに、そのフォローア

ップを行った。 

また、２０１９年度の船舶技術戦略委員会は次のとおり開催した。 

なお、２０１９年度末における委員は別表４「船舶技術戦略委員会委員名簿」

のとおりである。  

・第３８回船舶技術戦略委員会(２０１９年８月６日) 

－ 船舶技術戦略委員会委員の選任並びに委員長及び副委員長の選定について

報告 

－ 船舶・海洋分野の課題への対応について報告・ 

・第３９回船舶技術戦略委員会(２０１９年１０月１７日) 

－ ２０１９年度事業進捗状況について報告 

－ ２０２０年度事業計画（案）について報告 

－ ２０２０年度日本財団助成金申請を承認 

・第４０回船舶技術戦略委員会（２０２０年３月５日）（資料送付） 

－ ２０１９年度事業進捗状況について報告 

－ ２０２０年度事業計画(案)を報告  

 

８．事務局 

２０１９年度末における事務局の組織は、総務グループ（２チーム）、基準・

規格グループ（２ユニット２チーム）、研究開発グループ（２ユニット２チーム）

及び業務グループ（２ユニット）の４グループと顧問及び審議役を配置し、職員

数は２７名（うち業務グループ１名、顧問１名、審議役１名、参与１名）であっ

た。 

なお、２０１９年度末における組織図は、別表５「組織図」のとおりである。 

 

 

Ⅱ 事 業 

 

１．船舶に関する基準・規格への対応（日本財団助成事業） 

船舶に関する基準・規格について、一体的視野からとらえて調査研究等を実施

し、その成果を踏まえＩＭＯ、ＩＳＯ等の各種会合に参加し、我が国提案文書を

提出するとともに、その反映に尽力するなど積極的な対応を行った。また、関係

国と調整、連携を図り、国際会議において我が国提案の成立が図られるよう、戦

略的に国際対応を展開した。また、国内的には、船舶部門ＪＩＳに対する事業者

ニーズを把握し、必要性の認められた事項については、新規ＪＩＳ原案又は既存

ＪＩＳの改正原案を作成した。 

（１）ＩＭＯへの戦略的対応  
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ＩＭＯにおける安全・環境規制の策定に戦略的に対応するため、審議動向

はもとより広く船舶を取り巻く環境の変化を総合的に把握し、国際基準の策

定に関する調査研究を実施するとともに、国際基準の原案・改正案等我が国

意見を取りまとめ、ＩＭＯ等の会合に出席し我が国の意見の反映に努めた。   

①  ＩＭＯ ＧＨＧ削減戦略への対応に関する調査研究 

２０１８年４月、ＩＭＯにおいて温室効果ガス（ＧＨＧ）削減戦略が採択

された。これにより、国際海運全体でのＧＨＧ削減目標として、①２０３０

年までに効率４０％以上改善、②２０５０年までに総排出量５０％以上削減

（２００８年比）、③今世紀中なるべく早期に排出ゼロを目指すこと、に合意

されたこととなる。 

これら削減目標の実現のために、ＩＭＯにおいては、２０１８年１０月の

第７３回海洋環境保護委員会（ＭＥＰＣ７３）で承認されたアクションプロ

グラムに従い、２０２３年までに、ＧＨＧ削減短期対策に合意すること、２

０２３年以降にＧＨＧ削減中長期対策に合意すること、等が予定されており、

各国に対し、具体的な提案が求められている。 

日本海事産業の国際競争力強化に資する形でＩＭＯ ＧＨＧ削減戦略の２

０５０年目標達成に向けた取組を進めるためには、我が国の技術を活用しつ

つ、その達成に資する船舶の在り方について検討を行い、今後のＩＭＯにお

けるＧＨＧ削減対策の議論における交渉方針に反映させる必要がある。 

以上の背景から、本調査研究プロジェクトでは、２０３０年目標（効率４

０％改善）の達成に向けて、２０１９年５月のＭＥＰＣ７４に提出した短期

対策に係る日本提案（ＥＥＸＩ規制）の技術的事項について検討を重ね、第

６回ＧＨＧ中間作業部会（ＩＳＷＧ－ＧＨＧ６）及びＩＳＷＧ－ＧＨＧ７に

提案を行った。 

また、今後の我が国海事産業としてのＧＨＧ削減の具体的な取組を決定・

実施するための検討材料を提供することを目的として、本プロジェクトにお

いて国際海運のゼロエミッションに向けたロードマップを策定した。 

②  船舶の省エネ性能向上のための技術基準の検討に関する調査研究 

２０１３年に発効したＥＥＤＩ規制は、段階的に規制値が強化されており、

ＭＥＰＣ７４では、２０２５年から適用予定のフェーズ３について、その規

制値及び適用時期を決定した。さらに、ＭＥＰＣ７４では、我が国をコーデ

ィネータとする通信部会（ＣＧ）において、将来的なフェーズ４の導入につ

いて検討することに合意した。同ＣＧは次回ＭＥＰＣ７５に中間報告を提出、

ＭＥＰＣ７６に最終報告を提出する予定である。  
また、ＥＥＤＩ規制関連のその他技術的事項として、ＭＥＰＣでは最低出

力規制及び非常用出力（通常時は制限された出力で航行し、荒天時などの非

常時のみ出力制限を解除可能とするもの）の導入を審議している。  
以上の背景から、本調査研究プロジェクトでは、ＥＥＤＩフェーズ４に関

して、ＩＭＯ  ＧＨＧ削減戦略の２０５０年目標（ＧＨＧ総量５０％削減）を

踏まえつつ、必要な技術的事項（推進システム、燃料の転換等）を検討する

とともに、ＣＧについては、コーディネータとして各国の意見を集約し、同

ＣＧの中間報告を取りまとめＭＥＰＣ７５に提出した。最低出力規制につい
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ては、ＭＥＰＣ７１に我が国等が提出した暫定最低出力ガイドライン改正案

を再提案すべくＭＥＰＣ７５に提案を行った。さらに、非常用出力について

は、その早期実現に努めるべくＭＥＰＣ７５に提案を行った。また、今後の

ＩＭＯにおけるＥＥＤＩ規制の更なる検討に向けて、風力推進システムに関

する基礎調査を行った。  

③  船舶からの大気汚染防止のための基準整備に関する調査研究 

ＩＭＯでは、船舶からの窒素酸化物（ＮＯx）及び硫黄酸化物（ＳＯx）の

排出を規制するため、海洋汚染防止（ＭＡＲＰＯＬ）条約附属書ⅤⅠにおい

て関連の規定を定めている。同規制は、段階的に強化される仕組みとなって

いる。ＳＯｘに関しては、燃料油硫黄分を０．５％以下とする規制が２０２

０年に開始されることから、その統一的な履行を確保するためのガイドライ

ン等の検討を行うとともに、代替手段として認められている排出ガス洗浄装

置（ＥＧＣＳ）からの排水に関して各国が独自規制を実施していることに鑑

み、環境影響評価やルールの調和等について汚染防止・対応小委員会（ＰＰ

Ｒ）において審議が行われている。また、北極圏の氷雪融解を促進する原因

物質と考えられている国際海運から排出されるブラック・カーボン（ＢＣ）

に関しても、その計測方法や規制・削減手法等について審議が続けられてい

る。 

以上を踏まえ、本調査研究プロジェクトでは、ＩＭＯのＭＥＰＣ及びＰＰ

Ｒでの審議に向けた対応を行うとともに、ＥＧＣＳ排水の実態把握を目的と

した排水のサンプル採取・分析調査を行った。また、将来的なＭＡＲＰＯＬ

条約附属書ⅤⅠでの規制の可能性に鑑み、舶用ガスエンジンからのメタンス

リップ計測調査を行った。 

④  船体付着生物管理に関する調査研究 

ＩＭＯでは、２０１１年７月のＭＥＰＣ６２において、船舶の外板等に付

着した生物の移動に伴う海洋環境への悪影響を防止するための、ハード面・

ソフト面双方の要件を盛り込んだ非義務的ガイドラインが採択された。また、

２０１３年５月のＭＥＰＣ６５において、ガイドラインの実施状況、効果を

評価するためのプロセスに関するガイダンスが採択された。さらに、２０１

８年４月のＭＥＰＣ７２において、２０２０年から同ガイダンスに従ったガ

イドラインのレビューを実施することとなり、２０２０年２月のＰＰＲ７か

ら議論が開始されている。レビュー結果によっては、ガイドラインの義務化

に関する議論が開始される可能性もある。 

以上の背景の下、本調査研究プロジェクトにおいては、上記のＩＭＯガイ

ドラインのレビューに向けて、ガイダンスに従った日本におけるレビューを

実施し、我が国としてのレビュー結果をＩＭＯへ提出した。 

⑤  自動運航船の開発・実装に係る制度の研究に関する調査研究 

ＩｏＴやＡＩ等情報通信技術の急速な進展を背景に、欧州を中心に船舶の

自動運航に関する研究が進んでいる。船舶の自律化・自動化は、ヒューマン

エラーの防止等、海上における安全性向上や乗船者の作業負担軽減、運航や

制御の最適化による効率化等が期待され、将来の海上輸送の在り方を大きく
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変える可能性がある。他方で、自動運航船の実用に向けて新たに必要となる

基準や、既存のＩＭＯ条約等関連規則の自動運航船への適用は不明確であり、

規制面の検討が必要な状況にあることから、２０１８年５月の第９９回海上

安全委員会（ＭＳＣ９９）から検討が開始された。  
以上の背景を踏まえ、本調査研究プロジェクトにおいては、２０１９年６

月のＭＳＣ１０１及び２０１９年９月の中間作業部会における自動運航船の

議論への対応を行った。また、内航業界の期待する船舶を具体的に選定し、

自動運航船を実現するために必要な制度等構築のための課題やその対策につ

いて検討した。  

⑥  航海設備近代化に伴う関連基準の検討に関する調査研究 

・e-navigation 戦略の実施に伴う関連基準等の検討 

ＩＭＯでは、航行安全の向上、船内作業及び陸上からの航海支援の効率

化等の実現を目指して、ＩＴ技術を活用した次世代の航海支援システムの

構築・実施に向けた取組を進めている。２０１４年１１月に開催された 

Ｍ Ｓ Ｃ ９ ４ に お い て 、「 e-navigation 戦 略 実 施 計 画 （ Strategy 

Implementation Plan：ＳＩＰ）」が採択され、２０１５～２０１９年の５

ヵ年で e-navigation 実施に伴う海上人命安全（ＳＯＬＡＳ）条約、関連

規則、ガイドライン等の作成・見直しが行われたが、一部審議（海上サー

ビス関係）が継続されている。これを踏まえ、本調査研究プロジェクトで

は、２０２０年１月の第７回航行安全・無線通信・捜索救助小委員会（Ｎ

ＣＳＲ７）における当該項目の議論に対し、関連業界の意見を集約し、審

議に積極的に参画し、我が国意見の反映に努めた。 

・ＧＭＤＳＳの見直し及び近代化に関する検討 

ＩＭＯでは、ＧＭＤＳＳ（Global Maritime Distress and Safety 

System：海上における遭難及び安全に関する世界的な制度）の維持及び安

全性の向上を目的として、同システムの見直し・近代化の検討が進められ

ている。 

本調査研究プロジェクトでは、２０１８年度に引き続き、ＩＭＯ及びＩ

ＭＯ／ＩＴＵ合同専門家会合における関連議題について包括的（ＳＯＬＡ

Ｓ条約、関連性能要件改正等）に議論し、国内意見の集約及び調整を実施

した。 

⑦  ガス燃料船・新液化ガス運搬船基準の策定に関する調査研究 

近年、従来から使用されている重油よりも燃焼時のＮＯx 及びＳＯx の排出

量が少ない液化天然ガス（ＬＮＧ）やメタノール/エタノールを燃料とした船

舶が国際的に着目されている。この低引火点燃料を使用する船舶を実用化す

るためには十分な安全性の検討及びそれに基づく国際的安全基準の策定が

必要不可欠であるところ、２０１５年６月に開催されたＭＳＣ９５において、

天然ガスを燃料とした船舶の安全基準（ＩＧＦコード）が採択された。また、

現在、天然ガス以外の低引火点燃料（水素燃料電池及び液化石油ガス（ＬＰ

Ｇ）等）を使用する船舶の安全性に関し、貨物運送小委員会（ＣＣＣ）の会

合及び E-mail ベースの通信部会であるＣＧでの検討が行われている。 

また、２０１６年５月に開催されたＭＳＣ９６においては、韓国からＩＭ
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Ｏの液化ガス運搬関連規則中で使用が認められる鋼材に、同国が新たに開発

した高マンガンオーステナイト鋼を追加するための新規作業計画が提案さ

れ、ＣＣＣにおいて検討が行われている。 

以上の背景の下、本調査研究プロジェクトにおいては、低引火点燃料につ

いて、２０１８年度に引き続き、ＩＭＯでの議論に我が国の知見を反映すべ

く、国内関係業界の意見を集約し、ＣＧへの対応を行った。また、将来的な

国際ガスキャリアコード（ＩＧＣコード）の改正に向けて現行コードの問題

点等について国内関係業界の意見を集約した。 

⑧  目標指向型復原性基準の策定に関する調査研究 

ＩＭＯ船舶設計・建造小委員会（ＳＤＣ）において、波浪等の影響を考慮

した第二世代非損傷時復原性基準の策定のための議論が行われている。第二

世代非損傷時復原性基準の策定にあたって、ブローチング、パラメトリック

横揺れ、デッドシップ状態、復原力喪失及び過大加速度の五つの危険モード

について基準の策定を行うことが合意されている。  
第二世代非損傷時復原性基準の策定のためのＣＧのコーディネータを日本

が継続的に担当しており、本基準を合理的なものとするべくＣＧ及びＳＤＣ

での議論をリードしている。  
本調査研究プロジェクトでは、我が国意見の反映を図るため、各種基準及

びそれらの合格判定基準値策定のための試計算並びに模型実験、加えて第二

世代非損傷時復原性基準において基準を満足できない船舶に導入が予定され

ている運航制限及び操船ガイダンスの技術的検討を調査研究として実施し、

この成果を、ＣＧの報告書とともに提案文書としてＩＭＯへ発信した。  
また、２０２０年２月に開催されたＳＤＣ７における詳細な審議にも積極

的に参画し、その結果、第１段階基準、第２段階基準、直接復原性評価、運

航制限・ガイダンスを含む、第二世代非損傷時復原性基準の暫定ガイドライ

ン案の最終化を実現した。  
また、損傷時復原性基準に関し、船舶の水密性を確保するための要件と復

原性基準の整合性を確実にするために行われたＳＯＬＡＳ条約第ＩＩ―１章

改正に対応した解説文書（Ｅｘｐｌａｎａｔｏｒｙ  Ｎｏｔｅ）改正の検討の

ための審議がＣＧで行われていた。同ＣＧで審議される解説文書改正案は我

が国の船舶設計に影響するものであることから、国内関係者と対応を検討し、

積極的に意見発出を行い、我が国意見の反映に務めた。 

⑨  船舶の合理的な基準作成のためのデータ活用に関するグローバルストラテ

ジーの検討に関する調査研究 

近年、海事業界においても、センサー技術、ＩＣＴ技術の進展等により、

船舶の運航時の各種データの収集が現実的となり、民間レベルでは、船舶の

ＩｏＴデータを収集・活用し、船舶の安全性、環境性能及び新たな技術やサ

ービスの創出を推進することが盛んに検討されている。  
一方で、ＩＭＯにおいても、データの活用の重要性が認識されているもの

の、その方向性や方策についての具体的な議論は未だ行われていない。  
海運業、造船業及び舶用機器製造業による世界最大の海事クラスターを有

する我が国では、それぞれの業界が協力し船舶データの商業利用の検討が活



 - 10 -

発に進められていることから、我が国がＩＭＯの規則開発をリードしていく

ため、ＩＭＯにおけるデータ活用のための検討を率先して推進することが有

益であると考えられる。  
船舶データの規則開発への具体的活用方法の検討及び規則開発に利用可能

なデータ（ＡＩＳ等）の収集・分析を実施し、その検討結果から得られた知

見に基づき、ＩＭＯの規則開発におけるデータ活用を促進するためのストラ

テジーを検討するため、２０１７年度より本調査研究プロジェクトを立ち上

げた。  
最終年である３年目にあたる２０１９年度は、これまで調査したＩＭＯに

おけるデータ活用に関する議論、ＩＭＯにおけるデータ活用状況のレビュー

及びデジタル化時代のデータ活用の将来像について取りまとめた報告書を作

成した。  
また、２０１８年度までの調査研究で実施してきた、ＡＩＳデータ及び波

浪追算データ（気象の解析値等に基づき波浪モデルを使用して計算された過

去の波浪の推測値）を使用した、船舶が実海域で遭遇した海象において推定

される波浪中縦曲げモーメントと、規則上要求される荷重との比較を行い、

データの規則開発への活用の可能性について検証を引き続き実施した。更に

必要なデータ量やデータの信憑性等の合理的なルールメーキングに必要な課

題等を含む、これまでの成果を報告書に含めた。  
本プロジェクトの報告書の最終章には、３年間の成果を踏まえたデータ活

用規則開発に向けた提言を含めた。  

⑩  各国提案の評価及び日本提案のフォローアップ（ＩＭＯフォロー）  
・防火 

２０１９年６月に開催されたＭＳＣ１０１及び２０２０年３月に開催

された第７回船舶設備小委員会（ＳＳＥ７）の防火設備関連議題への対

応の検討を実施した。また、ＳＳＥにて審議されるＲＯＲＯ旅客船の火

災安全要件の見直し作業、陸電装置の安全のためのガイドライン策定の

作業及びドライケミカル粉末消火装置の承認ガイドライン改正の審議に

対応するため、それぞれ「ＲＯＲＯ旅客船火災安全ＷＧ」、「陸電装置に

係わる基準検討ＷＧ」及び「ドライケミカル粉末消火装置ＷＧ」を設置

し、ＣＧへの対応、我が国提案文書の内容及びＩＭＯにおける我が国対

処方針の検討を、国内関係者と実施した。 

・救命 

２０１９年６月に開催されたＭＳＣ１０１及び２０２０年３月に開催

されたＳＳＥ７の救命設備関連議題への対応の検討を実施した。加えて、

生存艇の換気要件の策定に関してＣＧが設置されて審議されていたこと

から、我が国の対処方針の検討を、国内関係者と実施した。 

・船上揚貨装置 

２０２０年３月に開催されたＳＳＥ７の船上揚貨装置及びアンカーハ

ンドリングウィンチ関連議題への対応を実施した。ＳＳＥ７において設

置された船上揚貨装置及びアンカーハンドリングウィンチの基準策定の

ためのＣＧのコーディネータを当協会職員が担当し、同ＣＧの結果報告
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に関する提案文書をＳＳＥ７へ提出した。また、ＳＳＥ７において当協

会職員が作業部会の議長を務め、その結果、長年ＩＭＯにて審議されて

きた船上揚貨装置のためのＳＯＬＡＳ条約改正案及び関連ガイドライン

案を最終化することに成功した。ＳＳＥ７において、アンカーハンドリ

ングウィンチのためのガイドライン案を更に審議するためのＣＧが再設

置され、当協会職員が引き継ぎコーディネータを務めることとなった。 

・係船設備 

２０１９年２月に開催されたＳＤＣ６にて、我が国が作業部会の議長

を務め、その結果、係船設備に関するＳＯＬＡＳ条約改正案及び各種関

連ガイドライン案が最終化された。 

２０１９年６月に開催されたＭＳＣ１０１に上程された同ＳＯＬＡＳ

条約改正案及び各種関連ガイドライン案に対して、対処方針の検討を国

内関係者と実施した結果、我が国より軽微な修正を提案する文書を提出

した。 

ＭＳＣ１０１での審議の結果、我が国が提案した修正を加えた上でＳ

ＯＬＡＳ条約改正案及び各種関連ガイドライン案が承認された。 

・サイバーセキュリティ 

ＩＭＯでは、ＭＳＣにおいて海事サイバーセキュリティについての審

議が行われ、２０１６年５月のＭＳＣ９６で海事サイバーリスクアセス

メントに関する暫定ガイドラインが承認され、その後、２０１７年４月

の第４１回簡易化委員会（ＦＡＬ４１）の審議を経て、２０１７年６月

のＭＳＣ９８の審議において特段の異論なく、海事サイバーリスクマネ

ジメントのガイドラインはＭＳＣ及びＦＡＬの合同回章として承認され

た。また、ＭＳＣ９８では、米国提案に基づき、海事のサイバーリスク

管理に関するＭＳＣ決議が採択され船主及び運航者は、２０２１年１月

１日以降の最初の適合証書（ＤＯＣ）の年次検査までに国際安全管理コ

ード（ＩＳＭコード）に基づく安全管理システムを通じてサイバーリス

ク管理を実施することが推奨されている。 

一方で、新造船における船舶自体のサイバー耐性（サイバーレジリエ

ンス）の向上については、各船級のガイドライン等は発行されているも

のの、システムインテグレータとなる造船所や舶用機器メーカは、具体

的にどこまでの対応が求められるのかは現時点では不明確であるため、

最低限必要となるドキュメント類や機器の対応について検討を実施した。 

・水中騒音 

生物多様性条約の下に置かれている会議では、船舶等の人為的な騒音

が海棲哺乳類等の海洋生物に悪影響を与えていることから対策を講ずべ

きとの声が強まっている。また、ＩＭＯにおいても、２０１４年５月に

船舶の騒音対策に関する非強制ガイドラインを承認済みであるが、より

踏み込んだ対策の必要性を主張している国もあるため、ＩＭＯでの議論

の動向についても引き続き注意を要する。ＩＭＯにおいて水中騒音の規

制に関する議論が行われる可能性を踏まえ、ＩＭＯへの新規議題提案に

向けて開催された国際ワークショップに参加し、動向把握を実施した。 
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（２）ＩＳＯ及びＪＩＳ等への戦略的対応 

２０１６年９月に改定した「船舶に関する国際標準への日本の取組方針」（改

定版）に沿って、「戦略的規格提案等の実施」及び「対応体制の強化」を対応

の柱として、情報の共有や意見交換の効果的な実施等を通じて、関係業界と連

携した対応を図るとともに、海洋環境分野、海洋開発分野、ＩＴ・ビッグデー

タ関係分野、その他の国際競争力確保に関係する分野を重要分野と位置付け、

積極的に国際規格の原案を作成し提案を行った。また、他国からの提案につい

ても、関係業界等と連携し、適正化を行った。 

その他、国内関係業界から要望があったＪＩＳＦ新規原案及び改正原案の作

成関係作業を実施した。 

なお、２０１９年度の成果については報告書に取りまとめ、関係者への配布・

周知を行った。 

①  戦略的規格提案等の実施 

・日本提案の積極的実施 

２０１９年度事業に基づく活動の結果、６件の日本発の国際規格（新

規国際規格３件、既存国際規格の改訂３件）を制定させた。 

また、１６件の日本発の国際規格案（新規国際規格案１０件、既存国際

規格の改訂６件）の国際審議を進捗させ、制定に向けて継続した対応を

実施した。 

・他国提案への適切な対応 

国内海事産業へ大きな影響があり、重要度が高いと判断された他国提

案の国際規格案への対応及び日本発の国際規格案の作成を推進するため、

２０１９年度に以下の３つの国内委員会を新設し、適切且つ十分な審議

を実施した。 

－ 航海分科会／スマートシッピングＷＧ 

－ 環境分科会／燃費データ報告ＷＧ 

－ 環境分科会／液化水素ＷＧ 

また、ＩＳＯ及びＩＥＣから送付されてくる、船舶及び海洋技術等に

関する国際規格原案等の規定内容の適正化のために分科会等を開催して

審議を行い、２７３件について日本意見を取りまとめるとともに賛否の

投票を行い、国際規格原案等の規定内容の適正化に努めた。 

さらに、ＩＳＯ／ＩＥＣ国際標準化へ日本意見を積極的且つ戦略的に

反映させるため、海外で開催された１５件の国際会議へ出席者（日本代

表）を派遣し、直接対話による日本意見及び国際規格案内容の適正化の

提案を行い、我が国意見の反映に努めた。 

・調査研究の実施 

上記の「日本提案の積極的実施」及び「他国提案への適切な対応」に資

するため、次の調査研究を実施した。 

－ 防汚塗料性能評価のための試験方法に関する調査研究 

－ 船内情報の情報符号拡張のための調査研究 
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－ 船内ＬＡＮに関する調査研究 

－ 電子海図表示装置（ＥＣＤ）の国際標準化に関する調査研究 

－ 密閉式担架の標準化の検討 

－ ＩＳＯ／ＩＥＣ国際規格の新業務項目提案（ＮＰ）への国内審議等

に係る資料作成業務 

②  対応体制の強化 

・関係者におけるＩＳＯ等に関する認識の共有 

船技協ホームページやｅ-mail を活用して、ＩＳＯ規格の制定・審議状

況に関して四半期毎、また、国際会議の審議結果についてその都度関係者

への情報提供を行った。 

・役割分担を明確にしたうえでの取組の強化 

関係者における国際規格提案を支援するため、提案文書の作成を支援し、

国際交渉を代行する「ＩＳＯコーディネーター」を国立研究開発法人海上・

港湾・航空技術研究所 海上技術安全研究所及び当協会から選出し、ＩＳ

Ｏコーディネーターによる国際標準化活動を実施し、船内通信電話機等の

装備指針を定めたＩＳＯ規格（ＩＳＯ２１７９２）を制定させた。 

・ＩＳＯ等に関する人材の確保・育成 

国際標準化活動等に関する人材の確保・育成を支援するための取組とし

て、一般財団法人日本規格協会協力のもと、「標準化のビジネス活用」の

ための基礎講座 兼「規格開発エキスパート」資格を取得するためのファ

ーストステップとなる「戦略的標準化活用基礎講座」として標準化研修を

２回（東京）開催した。 

また、関係各位の今後の標準化への取組に資するため、造船業及び舶用

工業の現状と標準化に関する国としての取組、船舶及び海洋技術関係ＩＳ

Ｏ規格の動向等を内容とする標準化セミナー（舶用品標準化推進協議会）

を１回（大阪）開催した。 

・議長、国際幹事等のポストの確保 

ＩＳＯ／ＩＥＣなどの国際標準化における日本の発言力の強化及び地

位向上のため、国際議長、国際幹事等のポスト獲得に向けた活動にも積極

的に取り組んだ。 

・日本における国際会議の積極的開催とそのための支援体制確立 

ＩＳＯ／ＩＥＣなどの国際標準化へ日本意見を積極的且つ戦略的に反

映させるため、前述の「戦略的規格提案等の実施」に関する取組のほか、

６つの我が国が議長を務めるＴＣ８/ＳＣ（船舶及び海洋技術専門委員会

傘下の分科委員会）及び傘下ＷＧs（作業委員会）を国内及び海外で開催

し、多数の国内関係者に出席いただき、日本意見のより効果的な反映に努

めた。 

・国際連携に関する枠組みの構築及び活用 

２０１２年度に締結した日中韓のＩＳＯに係る協力体制構築に関する

了解覚書を活用し、定期会合（スタッフ会議）などを通じて、中国及び韓
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国における国際規格案の開発情報を収集するとともに日本発の国際規格

案への支援を得るための活動を実施した。 

２０１９年度は８月にスタッフ会議を釜山で開催し、中韓両国における

国際規格案の開発情報を収集するとともに日本発の国際規格案への支援

を要請し、所定の成果を得た。 

③  ＪＩＳＦ規格の制定 

２０１９年度は次のＪＩＳＦ規格５件（新規３件、改正２件）を制定し

た。 

－ ＪＩＳＦ０９０７ 機械振動－船上における振動の計測－

客船及び商船の居住性に関する振動計

測・評価及び記録基準（改正） 

－ ＪＩＳＦ０９０８ 船舶及び海洋技術－特定の船舶の居住

性に関する振動計測・評価及び記録基準

（新規） 

－ ＪＩＳＦ１０３４-５   舟艇－船体構造及びスカントリング－

第５部：単胴艇の設計圧力、設計応力、

材料寸法の決定（新規） 

－ ＪＩＳＦ２３３８ アルミニウム合金製風雨密小形ハッチ

（新規） 

－ ＪＩＳＦ８０５１ Ａ級防火仕切電線貫通部設計基準（改正） 

 

また、当協会内での審議を終えたＪＩＳＦ原案１４件（新規原案１件、

改正原案１３件）については、校正が終了後、国土交通省への申し出を予

定している他、２０１９年度はＪＩＳＦ原案７件（すべて改正原案）が当

協会の標準部会において承認され、原案作成を完了した。 

その他、ＪＩＳＦ原案 7 件（新規原案２件、改正原案５件[追補２件を

含む]）の作業計画も２０１９年度に開催した標準部会にて承認された。 

 

２．船舶技術の戦略的研究開発（日本財団助成事業、受託事業、自主事業） 

（１）自律船舶運航技術の社会実装に向けた研究（日本財団助成事業・自主事業・

国受託事業） 

船舶の自律運航技術を活用した海上輸送システムの実現に向け、新たなビジ

ネスモデルを提案する事業コンセプト、同システムにおいて必要な自動化技術

を技術マップに表す技術コンセプト及び制度・インフラに関して検討する３分

野について調査研究を実施した。 

事業コンセプトの検討については、２０１８年度に提案した無人運航を含む

自動運航船（以下「自動運航船」という。）に関する３７の既存・新規のビジ

ネスモデルから実現性や時間軸等を考慮して選定した１３モデルについて、海

事業界や地方自治体等ステークホルダーにヒヤリング調査を実施のうえ、課題

等を精査し、各モデルに関する定量評価等を実施した。これまでの検討結果を

踏まえ、時間軸を考慮したロードマップを作成し、加えて自動運航船の普及に
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伴って出現する新たなビジネスや社会的背景についても言及した。また、自動

運航船社会の実現のため、必要不可欠となる情報共有プラットフォームのイメ

ージを提言した。 

国土交通省受託事業である技術コンセプトの検討については、３年間の最終

年度として関係者へのヒヤリングによる技術動向調査や操船、機関に引き続き

貨物管理に関する船内作業の分析を実施し、自動化技術レベルに対応した技術

マップを策定するとともに、避航操船などの先進的なコア技術理論とシミュレ

ータによる実証、認証評価手法の検討などについても実施した。また、我が国

の自律型海上輸送システムに係る共通認識の醸成等に資するため、これらの途

中経過を含む成果について、２０１９年度に２回開催した「技術連絡会」にお

いて海事関係者から、さまざまな意見の聴取等を実施した。 

また、制度・インフラに関する検討については、ＩＭＯでの議論の進捗状況

を見据えて基準事業において検討を実施した。 

（２）超高精度船体構造デジタルツインに関する研究開発（日本財団助成事業） 

船体構造デジタルツイン（構造ＤＴ）のコンセプトデザインと、その根幹技

術である超高精度構造応答シミュレーション手法の基礎を確立し、日本の海事

産業が船体構造デジタルツイン技術の実用化に取り組む環境を整備するため、

以下の事業を実施した。 

①  船体構造デジタルツインのコンセプト検討 

システムズ・アプローチの手法を用いて船体構造デジタルツインの社会

実装の形を検討した。まず、バルクキャリアを対象として、システム分

析手法の一つであるＳＶＮ（Stakeholder Value Network）分析を用いた

海事産業の現状分析を行った。次に、構造ＤＴの提供しうる新たなサー

ビス・価値として、「操船支援」「メンテナンス」「構造規則」及び「製品

価値向上」に着目し、それぞれに関する具体的な活用シナリオ、構造Ｄ

Ｔに求められる情報と機能、及び構造ＤＴが生み出す価値について検討

した。これらの検討により、構造ＤＴが海事産業にとって新たな価値を

産み出すものであることを確認した。 

②  超高精度構造応答シミュレーション手法の開発 

超高精度構造応答シミュレーション手法の開発のため、以下の要素技術

検討を行った。 

1) 波浪中における船体の運動・荷重及び構造応答の数値シミュレーショ

ンコードとして、海上技術安全研究所の全船荷重・構造一貫強度評価

システム (ＤＬＳＡ：Direct Load and Structural Analysis system)

を選定し、その高度化を図るとともに、同研究所実海域再現水槽で実

施した水槽試験との比較により検証した。 

2) 限られた箇所のモニタリング計測データから、非計測箇所を含む船体

全域の詳細応力を知る必要があるため、観測データと数値シミュレー

ションとの融合（データ同化）手法について検討した。 

3) 不規則海象下の船体応答を把握し、構造健全性に関する評価・意思決

定に結びつけるためには、統計的なアプローチが必須となる。本研究

では、ベイズ推定の応用について検討し、疲労強度評価及び最終強度
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評価に資する推論手法を提案した。 

4) 船体構造デジタルツインでは、多様かつ複数のセンサー出力、固有デ

ータを取得し、それらのデータが計算機に転送されて状態量や構造健

全性指標を計算することになる。これらのデータの保管・処理手法と

して、クラウドコンピューティングについて調査した。 

③  船体構造デジタルツインの実用化までの開発ロードマップ策定 

船体構造デジタルツインの実用化に向けた開発ロードマップを示した。

実用化のための検討課題として、基盤要素技術の充実と実用展開、デジ

タルツインシステム（ソフトウエア）の開発、シミュレーション技術の

模型試験による検証、実船搭載に向けた技術検討と検証及び社会実装の

ための検討の５項目を挙げ、時系列的に開発ロードマップにまとめた。

また、ロードマップの最終ステージとして、運航性能、機関等の他のデ

ジタルツインにまたがる統合化デジタルツインの構築が、社会実装に不

可欠の要素であることを示した。 

④  成果報告セミナー開催 

２０２０年２月１０日（月）に赤坂インターシティコンファレンス４階 

the AIR にて、当会主催の成果報告セミナー「実データに基づく構造設

計・建造・運航の革新に向けて－船体構造デジタルツイン フェーズ１ 研

究開発報告－」を開催した。造船、海運、舶用工業等の海事関係者のほ

か、計測機器メーカー等から、約１１０名の参加があった。 

（３）先進技術開拓プラットフォームの構築（日本財団助成事業） 

開発技術者の育成と海事分野における先進技術開発提案の作成を目的とし

て、技術開拓未来塾を開講した。造船、海運及び関連機関に募集をかけた結果、

２０の企業、機関より３１名の参加者（塾生）があった。２０１９年度は、課

題分野別に５つのチームを編成した上で、３回の合同講座で講義、発表、討議

を行うとともに、各々のチームの活動において課題調査から提案書作成まで

の実践活動を行った。指導はシニア技術者５名に依頼し、合同講座にて自らの

開発経験を伝えるとともに、チーム活動での助言を行った。また海事分野以外

の先進技術を取り込むことを主眼にして、自動車、鉄道、航空、建設、電気等

の技術者を外部講師として招聘し、先進技術への取組に関する講義と討議を

行った。 

 未来塾は２年間で各チーム１件以上開発提案を作成することを目標とし、

現在その中間の段階である。開発提案の調査、発表、討議、模擬審査等の活動

によって、より具体的かつ実効性のあるものとするため作業中である。 

 未来塾の目的の一つである開発技術者の育成に関しては、講師による講義

や討議やチーム活動での実践を通して、開発の「意義」と「難しさ」を実感さ

せることができた。また、同年代の他社の技術者、船社と造船所という垣根を

越えてイノベーションに取り組む機会は、非常に良い経験であり、このネット

ワークは、将来にわたり活用されるものと期待できる。 

（４）海の画像認識システム構築等の研究開発（自主事業） 

船舶の安全運航のための船員の見張りを支援する機器・システムとしてＡＩ
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Ｓやレーダー等がある。一方、海難事故の多くは見張り不十分等の人的要因が

原因とされており、従来から活用されているＡＩＳやレーダー等のみでは十分

とは言えない状況にある。このため、技術革新が目覚ましいＡＩ（Artificial 

Intelligence）技術を活用することによって、船舶の周辺海域に関するカメラ

画像から自動的に周辺の船舶等を識別し、船員に知らせるシステム、即ち海の

画像認識システムは有用である。 

本研究は、海運会社、舶用メーカー等の海事分野のみならず、情報通信技術

や高性能カメラ技術を有する会社等の参画を得て、ＡＩ技術を活用するための

基盤となる大量の海の画像（船舶、浮標、浮遊物など）の集合体、即ち海の画

像ビッグデータの構築を目的とし、研究期間は２０１９年度から３年間にて実

施する。２０１９年度は、以下の調査・検討を実施した。 

①海の画像の仕様、収集方法の検討 

海の画像ビッグデータを構築するために必要な画像の種類、枚数、画質、

時間帯、天候条件、エリア（外洋、港湾内）等を検討した。また、海上及

び陸上からのこれらの収集方法について検討した。 

②画像収集予備実験の実施 

海運会社の協力の下、船舶に４種類のカメラ（８Ｋカメラ、超高感度カメ

ラ、赤外線カメラ、超多画素カメラ）を搭載して、海の画像を収集する予

備実験を実施し、これを評価することで、２０２０年度以降、本格的に海

の画像を大量に収集するため、カメラの選定、船上での撮影方法等の条件

を明らかにした。 

③画像ビッグデータ構築のためのコストの検討 

①及び②の検討結果に基づき、２０２０年度以降において本格的に海の画

像を大量に収集し、海の画像ビッグデータを構築収集するためのコスト

（概算）を算定した。 

 

３．海外情報収集事業（日本財団助成事業） 

日本船舶輸出組合、一般社団法人日本中小型造船工業会及び一般社団法人日

本舶用工業会と協力して、独立行政法人日本貿易振興機構の造船及び舶用工業

関係事務所を活用し、市場動向等の調査・報告書作成、セミナー・展示会の開

催・参加、海事情報の収集・電子メール提供サービスを行うなど、海外の船舶

技術・海事関係情報収集・提供事業を実施した。 

２０１９年度は特別事業として以下の調査等を実施したほか、別途一般事業

（海外事務所毎のアニュアルレポート作成のための調査等）、追加特別調査事業

としての調査等を実施した。 

－ 欧州における生産・製造新技術に関する調査 

－ 欧州造船業における最新の生産技術の開発・導入に係る動向調査 

－ フィリピンにおける海事産業の現状及び今後の動向についての調査 

－ オフショアマーケットの現状と将来展望に関する調査 

－ 海洋開発分野における舶用製品・技術の市場調査 

 

 

４．その他 
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（１）広報事業 

次のとおり広報事業を行った。 

① 船技協ウェブサイト(URL:https://www.jstra.jp)及び電子メールによる

情報発信 

ａ）ＩＭＯやＩＳＯ等の国際会議の審議結果概要を会議終了後速やかに

電子メールにて賛助会員へ報告するとともに、ウェブサイトに掲載し

た。また、詳細な審議状況については賛助会員向けウェブサイトに掲

載した。 

ｂ）研究開発成果の概要等を当該研究終了後にウェブサイトに掲載した。 

ｃ）その他、国際動向や会合等の報告を随時電子メールにて配信した（２

０１９年度におけるメールニュース配信数２７回）。 

② maritimejapan の運営 

ジェトロ駐在員等が収集した海外情報を会員向けに発信するため、ウ

ェブサイト maritimejapan の運営を実施した。また、同サイトにおける

海外情報の最新の掲載状況を会員向けに通知する「JSTRA Global 

Maritime News」をメールで配信した（２０１９年度における配信数３６

回）。 

③ 講演会等の開催 

ａ）船舶基準セミナー～海事サイバーセキュリティへの対応～を開催 

（２０１９年７月２３日開催） 

ｂ）標準化研修（戦略的標準化活用基礎講座）を２回開催（２０１９年 

７月１９日及び２０２０年１月３０日開催） 

ｃ）成果報告セミナー「実データに基づく構造設計・建造・運航の革新

に向けて - 船体構造デジタルツイン フェーズ１ 研究開発報告- 」

を開催（２０２０年２月１０日開催） 

ｄ）標準化セミナーを開催（２０２０年２月１２日開催） 
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賛助会員名簿（２０２０年３月３１日現在） 

 

○学会 3 学会 

(公社)日本航海学会   

(公社)日本船舶海洋工学会   

(公社)日本マリンエンジニアリング学会   

   

○団体等 37 団体 

アメリカン・ビューロー・オブ・シッピング   

板硝子協会   

(一財)海技振興センター   

(国研) 海上・港湾・航空技術研究所   

(一社)海洋産業研究会   

(一社)海洋水産システム協会   

(一財)舟艇協会   

(一財)新日本検定協会   

(一財)造水促進センター   

DNV GL AS   

(一財)日本海事協会   

(一社)日本海事検定協会   

(公財)日本海事広報協会   

(公社)日本海難防止協会   

(一財)日本規格協会   

日本小型船舶検査機構   

(一社)日本作業船協会   

(公社)日本水難救済会   

(一社)日本船主協会   

(一社)日本船長協会   

(一社)日本船舶電装協会   

(一社)日本船舶品質管理協会   

(一社)日本船舶品質管理協会製品安全評価センター   

(一財)日本造船技術センター   

(一社)日本造船協力事業者団体連合会   

(一社)日本造船工業会   

(一社)日本中小型造船工業会   

(一社)日本電線工業会   

(一財)日本塗料検査協会   

(一社)日本塗料工業会   

日本内航海運組合総連合会   

(一社)日本舶用工業会   

(一財)日本舶用品検定協会   

(一社)日本マリン事業協会   

日本水先人会連合会   

別表１ 
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ビューローベリタスジャパン（株）   

ロイド船級協会   

   

○商社 6 社 

伊藤忠商事（株）   

(株)住友商事   

双日(株)   

丸紅(株)   

三井物産（株）   

三菱商事(株)   

   

○物流 1 社 

日本通運(株)   

   

○鉄鋼 3 社 

(株)神戸製鋼所   

ＪＦＥスチール(株)   

日本製鉄(株)   

   

○海運 7 社 

NS ユナイテッド海運(株)   

川崎汽船(株)   

原燃輸送(株)   

JX オーシャン(株)   

(株)商船三井   

日本海運(株)   

日本郵船(株)   

   

○造船 23 社 

浅川造船(株)   

今治造船(株)   

(株)大島造船所   

尾道造船(株)   

川崎重工業(株)   

佐伯重工業(株)   

佐世保重工業(株)   

サノヤス造船(株)   

(株)三和ドック   

(株)新来島どっく   

(株)新来島豊橋造船   

ジャパンマリンユナイテッド(株)   

墨田川造船(株)   

住友重機械マリンエンジニアリング(株)   

常石造船(株)   
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内海造船(株)   

(株)名村造船所   

(株)ニシエフ   

函館どつく(株)   

檜垣造船(株)   

三井 E&S 造船(株)   

三菱造船(株)   

山中造船(株)   

   

○舶用工業・舟艇関係 94 社 

IHI 原動機(株)   

(株)赤阪鐵工所   

アズビル(株)   

アルファ・ラバル(株)   

潮冷熱(株)   

(株)内山バルブ製作所   

(株)宇津木計器   

エア・ウォーター防災(株)   

(株)エヌ ゼット ケイ   

(株）オーケーエム   

大阪電機工業(株)   

大阪布谷精器(株)   

(株)カシワテック   

神奈川機器工業(株)   

かもめプロペラ(株)   

関西ペイントマリン(株)   

岸上バルブ(株)   

(株)北澤電機製作所   

(株)共和電業   

(株)倉本計器精工所   

ケーエムマテリアル(株)   

(株)ケツト科学研究所   

光栄金属工業(株)   

(株)高工社   

(株)光電製作所   

(株)五光製作所   

沢村バルブ(株)   

三信船舶電具(株)   

三洋商事(株)   

JRCS(株)   

シバタ工業（株）   

(株)ジャパンエンジンコーポレーション   

スズキ(株)   
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住友重機械ハイマテックス(株)   

(株)関ヶ原製作所   

船舶商事(株)   

ダイキンＭＲエンジニアリング(株)   

大晃機械工業(株)   

ダイハツディーゼル(株)   

大洋電機(株)   

高階救命器具(株)   

(株)鷹取製作所   

中国塗料(株)   

寺崎電気産業(株)   

東亜製鎖(株)   

東亜ディーケーケー(株)   

東京計器(株)   

東京貿易エンジニアリング(株)   

トーハツ(株)   

東洋物産（株）   

トヨタ自動車(株)   

(株)中北製作所   

ナカシマプロペラ(株)   

ナブテスコ(株)舶用カンパニー   

ナロック(株)   

西芝電機(株)   

日新興業(株)   

ニッパツ・メック(株)   

日本救命器具(株)   

日本船具(株)   

日本船燈(株)   

日本炭酸瓦斯(株)   

日本舶用エレクトロニクス(株)   

日本ペイントマリン(株)   

日本無線(株)   

(株)布谷計器製作所   

(株)ハーヴェスト   

蜂バルブ工業(株)   

濱中製鎖工業(株)   

阪神内燃機工業(株)   

BEMAC(株)   

日立造船(株)有明工場   

日の本辨工業(株)   

(株)備後バルブ製造所   

藤倉ゴム工業(株)   

富士電機（株）   
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古野電気(株)   

兵神機械工業(株)   

(株)ヘンミ   

ボルカノ(株)   

本田技研工業(株)   

松尾バルブ工業(株)   

(株)三井 E&S マシナリー   

水野ストレーナー工業(株)   

三菱化工機(株)   

三元バルブ製造(株)   

ムサシノ機器(株)   

明陽電機（株）   

ヤマトプロテック(株)   

ヤマハ発動機(株)   

ヤンマー(株)   

ヤンマー造船(株)   

横河電子機器(株)   

横浜ゴム(株)   

   

○コンサルタント・その他 18 社 

(株)IMC   

(株)アイピーエス   

CR Classification Society S.A.   

(株)エスエス・テクノロジー   

MOL エンジニアリング（株）   

(株)MTI   

小池酸素工業(株)   

(株)構造計画研究所   

(株)重松製作所   

(株)水圏科学コンサルタント   

(株)西日本流体技研   

(株)ニッカリ   

(株)日通総合研究所   

日本エヌ・ユー・エス(株)   

(株)日本海洋科学   

日本トリート(株)   

パイオニア(株)   

(株)富士通総研   

   

         会員合計数         192 会員 

 

注）(株)：株式会社  (公財)：公益財団法人  (一財)：一般財団法人 

 (公社)：公益社団法人  (一社)：一般社団法人 (国研)：国立研究開発法人
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会評議員名簿 

２０２０年３月３１日現在 

 

役 職 評議員氏名 現  職 

評議員(議長) 角  洋一 国立大学法人 横浜国立大学名誉教授 

評議員 今津 隼馬 国立大学法人 東京海洋大学名誉教授 

評議員 小野 芳清 一般社団法人 日本船主協会 理事長 

評議員 加藤 泰彦 株式会社三井 E&S ホールディングス 相談役 

評議員 瀬部 充一 一般社団法人 日本造船工業会 専務理事 

評議員 德留 健二 一般財団法人 日本造船技術センター 顧問 

評議員 冨士原 康一 一般財団法人 日本海事協会 会長 

評議員 南     尚 株式会社大島造船所 最高代表取締役兼会長 

評議員 山田 信三 大洋電機株式会社 代表取締役社長 

評議員 吉田 泰三 日本郵船株式会社 経営委員 工務グループ長 

評議員 脇   憲一 東京計器株式会社 最高顧問 

 

  

別表２ 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会理事名簿 

２０２０年３月３１日現在 

役 職 氏  名 現  職 

会 長 田中 誠一 有識者 

理事長 神林 伸光 有識者 

専務理事 加藤 光一 有識者 

常務理事 植木  孝 有識者 

常務理事 佐伯 誠治 有識者 

理 事 石渡  博 墨田川造船株式会社 代表取締役会長 

理 事 伊藤  茂 一般財団法人日本造船技術センター 会長 

理 事 川越 美一 株式会社商船三井 専務執行役員 

理 事 北村  徹 
三菱造船株式会社 取締役常務執行役員 

 マリンエンジニアリングセンター長 

理 事 木下 和彦 阪神内燃機工業株式会社 代表取締役社長 

理 事 木下 茂樹 ダイハツディーゼル株式会社 代表取締役社長 

理 事 佐々木 髙幸 
ジャパン マリンユナイテッド株式会社 

 取締役 専務執行役員 

理 事 重見 利幸 一般財団法人日本海事協会 副会長 

理 事 高崎 講二 国立大学法人九州大学 名誉教授 

理 事 田渕 訓生 田渕海運株式会社 代表取締役社長 

理 事 中野 豊久 川崎汽船株式会社 執行役員 

理 事 中部  隆 尾道造船株式会社 代表取締役社長 

理 事 藤井 健一 日本通運株式会社 海運事業支店 事業戦略部長 

理 事 益川  弘 株式会社備後バルブ製造所 代表取締役 

理 事 三島 愼次郎 公益社団法人日本船舶海洋工学会 会長 

理 事 森  雅人 日本小型船舶検査機構 理事長 

 

一般財団法人 日本船舶技術研究協会監事名簿 

２０２０年３月３１日現在 

役 職 氏  名 現  職 

監 事 寺門 雅史 一般社団法人日本造船工業会 常務理事 

監 事 山下   暁 有識者 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会 
船舶技術戦略委員会委員名簿 

 

２０２０年３月３１日現在 

氏  名 現  職 

* 蔵原 成実 有識者 

** 庄司 るり 国立大学法人東京海洋大学 教授  
有馬 俊朗 一般財団法人日本海事協会 開発本部 本部長  
安藤   昇 一般社団法人日本舶用工業会 専務理事  
池田 真吾 川崎汽船株式会社 造船技術グループ長 

石黒  剛 ジャパン マリンユナイテッド株式会社 設計本部 技監 

上田 直樹 三菱造船株式会社 執行役員 技師長 

宇佐美 俊 株式会社商船三井 技術革新本部 技術部 副部長 

臼井 謙彰 一般社団法人日本造船工業会 技術部長 

笠井 和夫 今治造船株式会社 取締役 設計副本部長 

倉持 貴好 サノヤス造船株式会社 代表取締役 専務取締役 技術本部長 

藏本 由紀夫 吉祥海運株式会社 代表取締役社長 

小葉竹 泰則 常石造船株式会社 取締役副社長 

佐藤 有造 北星海運株式会社 代表取締役社長 

鈴木 英之 
国立大学法人東京大学 大学院工学系研究科  

システム創成学専攻 教授 

戸松 憲治 上野トランステック株式会社 常務執行役員 

直井 秀明 川崎重工業株式会社 船舶海洋カンパニー 技術本部長  
平原  祐 一般社団法人日本中小型造船工業会 専務理事  

廣瀬  勝 
ヤンマー株式会社 執行役員 エンジン事業本部 

 特機エンジン統括部長 

福戸 淳司 
国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 

 海上技術安全研究所 研究監 

藤久保 昌彦
国立大学法人大阪大学大学院工学研究科 地球総合工学専攻 

船舶海洋工学部門 教授 

真島  篤 
住友重機械マリンエンジニアリング株式会社 取締役 

 営業開発本部長 

松尾 誠吉 松尾バルブ工業株式会社 代表取締役 

松村 竹実 株式会社三井 E&S ホールディングス 経営企画部長 

丸  元夫 日本郵船株式会社 工務グループ技師長 

矮松 一磨 古野電気株式会社 取締役 舶用機器事業部 営業企画部 部長 

宮武 宜史 国土交通省 大臣官房 技術審議官 

*  委員長、  ** 副委員長 
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一般財団法人 日本船舶技術研究協会組織図 

２０２０年３月３１日現在 

 

別表５ 

監　事 船舶技術戦略委員会事務局顧　問

標準部会

評議員会 理事会

総務グループ

研究開発グループ

基準・規格グループ

業務グループ

総務チーム

経理チーム

研究開発ユニット

連携ユニット

研究開発チーム

業務第２ユニット

連携チーム

基準ユニット

規格ユニット

基準チーム

規格チーム

業務第１ユニット


